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災書に強いまちづくり(地震・水害等)

基本政策N 

φ施策の目標・方向性

防災計画 r叡対策編jを抜本的iこ見乱、想定被害にぜ
るととち!とーその減深田標を達成するための異体的な対策)

ましたo ふ

24年 10月〕で、:死者発生

寄進曲ネ~トワ、

甫関東埼震

(平成16年度発表)

177 

6.903 

88 

被害単位

炎土出火件数(件)

焼~棟数(錬〕

F宵〔人)

令現状と課題
吉町制 ';: 

れ葉自
づき、

イ I 取り

【津波対策】

津波対策としては「住民避難j

と「防護Jの二つの軸が考えられ
ます。

住民避難の対策としては、「津波

からの避難に関す否刀イドライ

ンJに基づき、津波避難情報板や
海抜標示を設置します。また、津

波からの避難を呼びかける「津波

書報伝達システムJや、津波避難
施設を整備する等、迅速な避難を

促し、被害を軽減する取組を進め

ています。

防護対策については、港湾区域

などで、津波・高潮からの被害を

防ぐため、護岸の嵩上げを基本と

した海岸事業によ否海岸保全施設

の整備などに向けた取組を進めて

いきます。

パ》晶曜品

覧車ff

{アメダス)短時間強雨発生回数の長期変化(1時間降水量50mm以上)
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※直線は期間にわた否変化傾向怠す。(資料:気象庁)
掛錫滋醐議議臨 #ゑ 母艦窓除 、明綜認識、‘ ぺ線終輔総2むと、 容が古代h
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※マンション耐震改修促進事業による改修戸数

令主な取組(事業)

想定

事業量

3 (冊子63)

W 基本政策

所管局

都市整備局

74億円

2，155億円

273 i憲円



W 基本政策

健康づくりと健康危機管理などによる市民の安心確保

+施策の目標・方向性

イ健康寿命日本一』に向け、生活習慣の改善や生活習慣病の重症北予防に取り組むとと告に、

『人ひとりが自分にあった方法で健康づくりを継続的に行うことができる仕組みゃ、企業と

連携し従業員や市民の健康づくりを後押しする取組を進めますー

・一入ひとりが健康で安心した生活を送り困難を抱えてち自殺に歪5ないように4栢畿支揖や
啓発などに引き続き取り組みます。

-感染症や食中毒など、櫨康危機iζ対する予防策や拡大防止策を講じます。

-火葬や墓地の需要に対a;するために、斎場機能の検討や市営事地の聾捕を進めます。

φ現状と課題

-健康は市民の大きな関心事であり、健康づ‘くりや

スポーツに取り組む市民ち増えてきてい否ことか

ら、地域や企業・団体と連携した都市型の健康づ

くりの推進や、がん検診の普及など健蔵管理の撞

識をさ51こ高めていくことが必要です。

「第2期借康横浜21Jの推進

(計画期閣平成25~34年度〉

10年にわ疋り健康零命を延ばします。

自殺削減少じていおのの平成 10句、韓鱗摂主張仁む
睦盤輯髄70.42年 73.62年 79.55年186.30年

人以上で推移しており、総合的な自殺栂欝璽長持通空当閉そりを

必要です ミミ以 川

盟主主主必主盟主旦笹主主

8健康寿命とは
「健康上のR

l をいいます。
棒織ぷ知糊蜘1な

持持金議綿織怨総務宇部対f明誌で縁側鵬

(資料厚生労働省)

・超高齢化の進展に伴い亡くなる方が増加しえ斎場山
がん検診の意義 (S年相対生存率※)

や暮地の不足が課題になると見込まれます。~
のがんは症状が出ることが少ないため、

定期的な健診による早期発見が重要です。

聞がん 肺がん 結腸がん 直腸がん 乳がん 子宮がん

※がんと診断された場合に、治療でどのくらい生命を
救えるかを示す指標

(資料:がん研究振興財団(がんの統計'05))

保健活動推進員が中心となって取り組む健康ウオーキシグ(南区)

生活習慣病予防を目的とした運動習"貫のきっかけつ‘

くりと定着に向けて、保健活動推進員が中心となって、

ウオーキンク‘の基礎を学ぶ講習会や約3kmの健康ウォ

ーキングを開催しています。さらに、健康ウオーキン

グマップを作成して活用することで、身近な地域でウ

オーキンク‘を楽しむ人の輸が広がっています。

4 (冊子72)



N 基本政策

頭近の現状値

453，025人(25年度)

0.9億:円

5 (冊子73)



W 基本政策

魅力と活力あふれる都心部の機能強化

+施策の目標・方向性

-オリシピッタ・パラリ〉ピックの開催を好機ととらえ、横浜におけるまぢづくりの歴史をい

心かした先進的な取組を進め、横浜のさらなる成長をけん引します。

.l:.キザイトょこはま22の推進、グローバル企業等の集積によるみなとみ6い21地区の開
発促進、新たな賑わい拠点となる山下ふ頭の再開発、新市庁舎聾舗と関内・関外地琶のさら

なる活性化、東神奈川臨海部周辺地区の再整備を進め、都心臨海部の機能強化を図ります0

・東横線廃線跡地の活朗、自転車や鉄道、パス、さちには新たな交通の検討など、多様な交通

機能の導入により、都心臨海部における回避性の向上を図ります。

新横浜都心では、神奈川東部方面線の羽沢j釈をはじめとする新駅設置や4黄浜環状道路の整備
など、広域交通機能力t強化されることから、駅前の基盤整備や商業・業務機能の集積などの

計画的なまちづくりを進め、多様な機能を捕えた都心の形成を図ります。

+現状と課題

・人口減少・超高齢社会の到来、地球温暖化への対応など、今後、本市が抱える課題に対し、

引き続き自立した大都市 f安心と活力あふれるまぢjとして、持続・発展していくため、本

市並ひ、に首都圏全体の活性化をけん引する横浜都心部の機能強化が必要不可欠です。

・魅力的な水際線や歴史的建築物を有する都心臨海部ではと各地区の連携強化や移動自体を楽

しむことができる交通手段が必要です。

-新横浜都心においては、整備が進められている鉄道や道踏の進捗にあわせ、都心機能を強化

するため、拠点整備に取り組む必要があります。

都心臨海部の5つの地区

6 (冊子96)



2i竺????1Fの自お苧竺一
φ主な取組(事業)
繋ダー……一一一…一

キザイトよこはま22の推進

W 基本政策

所管局

都市整備局

都市整備局

浜駅西口駅ピルや東口駅前開発、各地区の再開発など、国家戦略特区を活用した民間開発や関連する基盤

を促進し、国際競争力強化に資するまちづくりを推進します。

想定 !民間開発及び基盤整備の取組件数 12件(4か年)
81億円

65 i意円

1501;意円

270億円

12億円

0.5億円

整備、灘鱗港湾局

11億円

7 (冊子97)



W 基本政策

交通ネットワークの充実による都市イシフラの強化

+施策の目標・方向性

一一J
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よる首都圏空港のさらなる機能強化への叡

.ト高速鉄道3

;ト山クの構築に向けた検討を進めます。

令現状と課題

・横浜環状道路は整備途上であり、災害時の緊急輸送路の確保や、横浜港をはじめとする市内

と羽田空港や東名高速道路等を連絡する広域的な交通ネットワークが不十分な状況です。

都市計画道路の整備率はじ1依然として大都市の中でち低い状況であり、今後也、高速道路や

幹線道路網等による道路ネットワークを形成する必要があります。

一方、これまでの鉄道整備により着実に輸送力の増強などが図られているちのの、市内外の

拠点聞をさらに快適・円滑に移動するためにより充実した鉄道ネットワークを構築するとと

主に、災害iこ強い移動サ一塁スを提供する必要があります。
・都市としての競争力を高めていくためには¥広域的な交通結節点(空港や新幹線駅)と市内

の拠点閣のアクセスJを一層強化す否必要があります。;三 ~ 

特!こ、羽田空港への連絡を強化し、圏内外か8横浜へのアクセス性向上を図る必要があります。ι

拠点聞を結ぶ鉄道ネットワークの構築

議護襲撃 :一絞遂華日用

※整備前の新横浜から港北ICまでは一般道利用

8 (冊子 100)



令指標

-地下鉄などの便に対する

満足度の推移

令主な取組(事業)

W 基本政策

横浜環状道路(北線・北西線・南線等)の整備や検討を推進し、災害時の救援・物資等の搬送や横浜港のハブポ

ート化及び羽田空港の国際化を支える環状道路ネットワークを構築します。

想定 ;北線:完成(28年度)、北西線:事業中、南線:事業中
事業量!【直近の現状値】25年度:事業中

1，037億円

活力ある横浜経済の実現とともに、環境負荷の軽減、緊急輸送路等の整備による災害対応力の向上など、市民

生活の安全・安心の確保に向けて、幹線道路の整備や連続立体交差事業を推進します。

想定 j整備率68.7%(29年度)
事業量 j【直近の現状値】25年度:67.3%

381億円

神奈川東部方面線聾備事業の推進

本市南西部から新横浜を経由して東京都心部と直結し、利用者の利便性と速達性を向上するとともに、新横浜都

心の機能強化や沿線地域の活性化を図るため、神奈川東部方面線の整備を推進します。

想定 i事業中(29年度)
事業量 i【直近の現状値】25年度:事業中 310イ意円

3号線延伸等の事業化推進 都市整構局

高速鉄道3号線の延伸(あざみ野~新百合ヶ丘)については整備手法の検討や事業化に向けた調査を行い、関
係機関との調整を進めます。また、横浜環状鉄道等については事業性をさらに高めるための検討を進めます。

想定 i高速鉄道3号線延伸の事業化推進
事業量!【直近の現状値]25年度:事業化検討

さ告なる機能強化を見据えた取組の推進

2億円

空港リムジンパス等の深夜早朝対応をはじめとして、羽田空港等へのアクセス強化やサービス水準向上を図るた

め、公民で連携しながら取組を進めていきます。

想定 r;進一 計戸上の

事業量[【直近の現状値】25年度:推進 i 見込額

一己
9 (冊子101)



W 基本政策

市民に身近なきめ細かい交通機能等の充実施策28

+施策の目標・方向性

グリーシマトリVクスをいかした自転車・歩行者安全事業(都筑区)
醤感絞穂摂掴箇

φ現状と課題

回復傾向にあ否路線パスの刺用者数
一一一一一…一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一-;
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。

都筑区では、公園緑地等を、緑道や自転車歩行者専用道路で地下鉄各

駅につなぐネットワーク(グリーンマトリックス)が整備されています。

しかし、近年、自転車利用の増加により、歩行者と自転車の接触等の危

険な事態が発生しているため、緑道や自転車歩行者専用道路における交

通安全対策の検討及び自転車通行マナーの普及啓発を実施します。

9年 11年 13年 15年 17年 19年 21年 23年

機線機路線パス乗車人員 圃唱ー高齢化率

(資料:櫛兵市統計書)

緑道の様子 / 

10 (冊子 102)



N 基本政策

φ主な取組(事業)

日常生活の利便性を確保するため、地域の主体的な取組を支援する地域交通サポート事業や、生活交通パス路

線維持支援事業に取り組むとともに、市民や事業者と連携して公共交通の利用を促進します。あわせて、乗降しやす

いノンステップパスの導入を進めます。
一-T- 一一一一一町一一一一一一一一一山一
①地域交通サポート事業 28地区(累計)
②モビリティマネジメン卜※ 20件(4か年)
③ノンステップパス導入補助645台(累計)
【直近の現状値】25年度:①20地区(累計)②6件/年③487台(累計)

変えていく一連の取組

21億円

通学路や踏切をはじめとした歩行者の交通安全を確保するため、あんしんカラーベルト事業や踏切の安全対策な

どを計画的に推進します。あわせて、交通安全教育・啓発を実施します。また、パス路線などにおける道路の改良な

ど、市民の利便性の向上に資する道路改良を推進します。

!①あんしんカラーベルト整備延長 333km(累計)
想定 j 
j②踏切整備計画の策定・生見尾踏切等の安全対策を推進 4か所(累計)

事業量 i
i 【直近の現状値】25年度:①233km(累計)②調査

124億円

駅とその周辺において歩行者空間やエレベーター等を整備し、駅までのアクセス、乗り継ぎゃ乗り換えなどの利便

性向上に取り組むとともに、駅のホームの可動式ホーム柵の整備促進等により、安全性の向上を図ります。

l①完了5駅事業中2駅事業化検討3駅(29年度)
想定 i 2 3可動式ホーム柵の整備7駅(4か年) I 回目与~-' I 28億円
事業量ハYZ」
イ直近の現状値】25年度:①事業中3駅、事業化検討6駅②一

駅周辺のバリアフリー化を推進するため、基本構想の策定や歩道の段差解消等を行い、誰もが安全に快適l
できる歩行者空間を創出します。

想定 バリアフリ一歩行空間の整備延長 36km(累計)
事業量 【直近の現状値】25年度:27.8km(累計)

歩行者等の通行の安全性や良好な生活環境を保持するため、放置自転車対策を実施するとともに、自転車通行

空間や自転車駐車場の整備とあわせ、利用マナーの啓発などを含めた、総合的な計画づくりを進めます。

i①市内の放置自転車台数 10，000台未満(29年度)
想定 i i② 自転車に関する総合計画の策定・推進(29年度)
事業量!
;【直近の現状値】25年度:①14，282台②準備中

11 (冊子 103)
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W 基本政策

コシパクトで活力のある郊外部のまちづくり

φ現状と課題

持続可能な住宅地の取組イメ一歩

譲畿縁談較でイ 川一千品、

持続可能な住宅地モデルプロヲエクト~たまプラーザ駅北側地区'"(宵葉区)

地域、民間事業者等と連携しながら地域課題の解決に取

り組み、誰ちが安心して暮らし続けられる、持続可能な魅

力あるまちづくりのモデル構築に向けた取組を区局等が連

携して実施しています。

健康づくり歩行者ネットワークの整備検討などを行うほ

か、区域全体を対象に、高齢者が地域で自立した生活が送

れるよう在宅医療・介護の連携を軸とした地域包括ケアシ

ステム(あおぱモデル)を関係者との協働により進めます。
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住民とのワークショッブの様子



N 基本政策

令指標

+主な取組(事業)

地域、民間事業者等の多様な主体と連携し、高齢者・子育て支援、住宅地再生など地域課題解決のモデルを生
み出し、環境未来都市にふさわしい持続可能な魅力あるまちづくりを推進します。

想定 ;横浜型モデルの構築・推進、住宅地等再生につなげる取組の全区展開(29年度)
事業量!【直近の現状値】25年度:モデル地区の取組推進 2億円

地区計画等を活用したまちづくりの誘導や、市民発意のまちづくり活動・施設整備への助成等の支援を行い、地域
の魅力向上や課題解決に向けた地域まちづくりを推進します。

想定 j地域まちづくり※の件数 40件(4か年)
事業量 i【直近の現状値】25年度:10件/年 3億円

1億円

21億円
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町基本政策

公共施設の保全・更新

φ施策の目標・方向性

特に、公共建築物については、必要なサービスを持続的かつ効率的に提供していくために、

将来の建替等也見据えて、保全や再編整備等の公共難築物マネ予メシトの取組を進めます。

個別施設毎の『保全・更新計画』を核として

①点検・診断
②評価
③修繕・補修・更新
④記録・情報管理

を繰り返す、保全・更新のサイクルを構築します。

φ現状と課題

EE唇，~a苦型宮司買冒彊冨田E冒畷置き軍軍・

-都市基盤施設の保有数:約6，500施設
-公園:約2，600施設 ・道路橋:約 1，700施設 ・歩道橋:約330施設
・トンネル、地下道:約90施設 ・岸壁、護岸等:約260施設 など
(道路:約7，600k m 、河J11 :約86km、水道:約9，100km、下水道:約 11，800k m ) 
・公共建築物の保有数:2，552施設
-市民利用施設:約450施設 ・学校施設:約 510施設 ・市首住宅:約 110施設など

金公共建築物 うち約 1/4を占める築40年以上の公共建築物

市民剰織議官量

110.5万m
11% 
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その量生。ι1湾m
市民科m雑草量
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延床面積

310.2万同



町基本政策

令指標

98% (25年度) 100% 各所管局

国の「インフラ長寿命化基本計画Jを踏まえ、中期的な保全・更新の取組の方向性を示す「行動計画Jを策定する
とともに、優先度を踏まえた施設毎の「保全・更新計画」の策定を推進します。

[①「行動計画」の策定(26年度)
想定 i 
!②主要な公共施設の「保全・更新計画」の策定(29年度)

事業量!
i【直近の現状値】25年度:①一②策定中

主な取組

3の内数

施設の劣化状況や健全度を正確に把握し、事故やトラブルを未然に防ぐために、予防保全に向けた定期点検や

詳細点検を実施します。

i市民利用施設、学校施設、市営住宅、ごみ処理施設、公園、道路、河J11、
想定 | 
!水道施設、下水道施設、港湾施設等の点検の充実など

事業量 i
l【直近の現状値)25年度:定期点検等の実施

主な取組

3の内数

保全・更新計画により、トータルコストの縮減や予算の平準化を図るとともに、国の財政的支援の積極的な活用や

民間資金の活用等により財源の確保に努め、保全工事や都市インフラの更新工事を実施します。

i市民利用施設、学校施設、市営住宅、ごみ処理施設、公園、道路、河川、
想定 ! i 水道施設、下水道施設、港湾施設等の長寿命化対策工事の推進など i エーゐ~-' I 2，480億円※
事業量 i

i 【直近の現状値】26年度一般会計予算:約 560億円

点検や修繕履歴等の施設情報の電子データ化や新技術の活用を図るとともに、現場での点検作業・修繕等に携

わる人材の確保・育成及び技術力の向上等、中長期的な視点に立った取組を進めます。

;①道路・河川・下水道の点検・修繕履歴等の電子データ化
想定 ; i②保全・更新に関する専門職員育成(研修の実施など)
事業量 i

i【直近の現状値】25年度:①ー②技術研修の実施

「公共建築物マネジメントの考え方jを今後の取組方針として策定し、市民との共有を図ります。また、将来の建替

等も見据えて、保全や施設再編等の取組を進めます。

①公共建築物マネジメントの考え方の策定(26年度)・推進
想定 i②効率的な建替等を見据えた調査・研究、建替の進め方の整理など
事業量 i【直近の現状値】 0.4 i意円

①「公共建築物マネジメントの考え方J公表(26年6月)②一(25年度)
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N 基本政策

施策34 横浜8しい工コライフスタイルの実践と豊かな生物多様性の実現

+施策の目標・方向性

+現状と課題

. .r: 

関心はあ否が、 まったく関心がない
特に何ちしていない

。% 10弛 20% 30弘 40悦 50% 60% 70弘 80悦 90% 100% 

(資料:r環境に関する市民意識調査J) 
;議機織議議九 ぷ v 、 、 …下雪機潔綾終準縦約tづ響慢で日 、伊げさ紗γJ主総事ミ

f 水・緑による旭区の魅力内プ事業(旭区) 轡懇開園臨融機 ) 
旭区は、市内でち標高が高く、中央を流れる幡子川の分水嶺 一一 一人一一→一一一一 i 

に固まれ、水と緑に恵まれた自然環境が精微です。このような旭

区の特徴を感じ、「ふるさとJとして愛着を持っていただくため、
立体地図を製作し、小・中学校等で活用します。

; また、小学生や地域の方々と一緒に、ホタルの生息環境の保

L全や、唯子川の環境学習を実施しています。
一…… …一一一……… 一一…-----…一…………ー…竺J IIIV...l~'明T日 ……ノ
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町基本政策

令指標

m7一一指標
i環境に対して関心があり、

ラ動に結びついている人の割合

I YES(ヨコハマ・工コ・スクール)等
jの環境に関する講座の参加

!市民等と連携した生物調査の
j参加団体数
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節電、省エネ等の環境行動を市民や事業者が自ら実践していただけるよう、環境や地球温暖化に関する講座やイ
ベント開催を通じた広報、普及啓発を行います。

想定 i市主体のイベントや地域等のイベント出展による普及啓発 10回/年
事業量[【直近の現状値】25年度:7回/年

5億円

「ヨコハマ3R夢プランJの目標を実現するため、リデユースを中心とした3R行動を実践していただけるよう、わかりや
すい情報の提供、地域特性や対象者にあわせた啓発等を進めます。

1億円
想定 j説明会・イベント・工場見学等啓発件数 5，500回(4か年)
事業量 i【直近の現状値】25年度:1，300回/年

生物多様性の大切さを伝える取組

生物多様性への理解を深め、市民生活や企業活動において生物多様性に配慮した行動が定着するよう、学校や
地域での環境教育機会の提供、市民、事業者への活動助成や表彰などlこよる環境活動支援等を行います。

想定 i環境活動貰受賞団体 25団体/年
事業量|【直近の現状値】24年度:22団体/年

0.2億円

-研究

生物の生息域や生息状況を把握し、生物多様性の保全を進めるため、市民団体や企業による調査、市民参加に

よる調査を含めた定期的な生き物調査を進め、その成果をデータベース化し見える化を図ります。また、地域や圏内

に生息する希少動物の繁殖・研究に取り組みます。

想定 ;圏内産希少動物の繁殖技術の研究・確立(29年度)
事業量 j【直近の現状値】25年度:圏内産希少動物の飼育・繁殖に着手

2億円

生物多様性・安全性に配慮した森づくり、アユが遡上する川づくりや海域での浅場・藻場などの形成、また、「横浜つな

がりの森Jと一体となった生物多様性を学ぶことができる環境教育施設として金沢動物園の再整備を進めていきます。

想定 !雌子川モデルプラン策定(26年度)・環境整備(魚道等)
事業量(【直近の現状値】25年度:一

47億円
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W 基本政策

水と緑にあふれる都市環境

φ施策の目標・方向性

φ現状と課題

樹林地の保全が進み、
山林{樹林地)の縄少傾向が鈍化しました

120 

100 

n

u

n

u

n

U

 

8

6

4

 

20 

。
16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

(資料:r横浜みどりアップ計画J) 
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全国都市緑化フェアの横浜開催

都市緑化フェアは、毎年各地で開催さ

れる花と緑の祭典です.

横浜の顕である山下公園やグランモ

ール公園などを活用し、緑や花で、美し

いまち横浜を国内外にアピールできる

ょう、 29年春の都市緑化フェアの横浜

開催に向けて準備を進めます。

ごミ

株会



町基本政策

φ主な取組(事業)

とまりのある森(樹林地}抱保全 環境創造局

253 i憲円

53億円

横浜市水と緑の基本計画に基づ、き、景観等の地域特性をいかして河川改修を進め、良好な水辺空間の形成

を図るとともに、旧河川敷等の豊かな自然環境を活用し、市民の憩いの場や活動拠点として、水辺拠点を整備しますo

通元子山!日新長i長jK2瓦点記重信一353長(説;手)一一 m一一一一一 一一一一…一一一一十一一 m 

5億円
事業量 i【直JlIの現状値】25年度:38か所(累計)
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V 行財政運営

「計画的な市債活用」と「一般会計が対応する借入金残高の縮減』

令目標

。現状と課題

市街地再開発事業
・上大岡西口地区再開発
.戸塚駅西口再開発

(一財)横浜市道路建設
事業団

-新規廃棄物処分場整備に伴う負担(護岸責相当額13年度末:約900億
円)と収支不足(約600億円)への対応(一般会計負担期間 16"'42年
度、 25年度までの一般会計負担:約310億円)

-上大岡西口地区再開発事業の収支不足(約340億円)への対応(一般会
計負担期間: 16"'28年度、 25年度までの一般会計負担:約250億円)
・戸塚駅西口再開発事業について、収支不足額に対し一般会計負担を前提
に推進を決定

. (ー財)横浜市道路建設事業団の民間借入金等の債務 (14年度末:約910
億円)の計画的処理(計画的処理期間:15"'44年度、 25年度までの一
般会計負担:約340億円※民間借入金等の元金返済額)
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V 行財政運営

-これまでの対応を踏まえながら、以下の通り、着実に対応していきます。(行政運営3参照)

.34年度末に埋立を完了し、保有土地の売却を進めるとともに、その後の会
南本牧埋立事業 計の廃止に向けて、一般会計で計画的に負担します。(一般会計負担期

間:16~42 年度)

-上大岡西口地区再開発収支不足分(残りの一般会計負担額:約 90億
市街地再開発事業 円、一般会計負担期間:16~28 年度)に加え、戸塚駅西口再開発の収
-上大岡西口地区再開発 支不足分(今後の一般会計負担額:約40億円、一般会計負担期間:27
-戸塚駅西口再開発 年度から 30年度までの聞で実施)について、一般会計で計画的に負担し

ます。

F細長謀議経撞諜警護踏襲撃や (ー財)横浜市道路建設事業団の民間借入金等の債務について、糊j
謙譲謹離縁毒事翠獲)(組織議長j輸鱗櫨撃繍機鋪畿灘轟誠意官学総計画的

議議震強
処理期間:15~40 年度)

(公財)横浜市建築助成
-みなとみらい公共駐車場を本市へ移管することとし、その債務約50億円に
ついて一般会計で計画的に負担します。

公社
(一般会計負担期間 :27~32 年度]

直近の現状値
【26年度負担額】 90億円(埋立事業)、 47億円(市街地再開発事業)、

40億円((ー財)横浜市道路建設事業団)

ー.-. -. -. -. -..-. -. -. -. -. -. -. -. -. -. -. -. -. -.ー・田. . 
【法律に基づく、財政健全化の枠組みについて】

国において 19年に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律Jが定められたことに伴い、全 1 
.ての自治体では毎年度の決算に基づく、実質公債費比率等の健全化判断比率を公表することとなっ 1 

1ています。

本市では、本計画の策定に合わせ、 26"'29年度における健全化判断比率の推計値を公表します。 1

(なお、推計の前提は、 154"'156ページにおける財政見通しと同じ考え方に基づいています。)

25年度 26'"'-'29年度
健全化判断比率 説明/ I 決算速報値 推計値

実質公債費比率
財政規模に対する 1年間で支払つ

16%程度
担問d.15"'17%程度で

た借入金返済額などの割合 推移

将来負担比率
財政規模に対する将来市が支払う

200%程度
概ね1900/0'"200%程度で

借入金返済額などの割合 推移

実質赤字比率
財政規模に対する一般会計等の赤字

一の割合

連結実質赤字比率
財政規模に対する全会計の赤字の

割合 一 一

l_._._._._.ー.-.-._._.ー._._._._.ー・ー・『・ー.-.ー---
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